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現され、国内地域別の一人当たり GDP で見ると、内モンゴルは 2000 年の 16 位から 2012
年の 5位まで躍進した。特に、フフホト・包頭・オルドスを中心とする黄河沿岸地域の経






図 1-1-1 中国全体と内モンゴルの一人当たり GDP の比較（元） 
出所：『中国統計年鑑 2013』、『内モンゴル統計年鑑 2013』により作成。 
 
図 1-1-2 中国と内モンゴルの産業構造の変化の比較（億元） 



























































































































図 1-3-1 2011 年中国地級市レベルの一人当たり GDP 分布図（単位：元、筆者作成） 
 二つ目の理由は、市場経済に於いて「政府推進型＋エネルギー型」都市群の見本として
研究の価値があるからである。中国の都市化(城市・Cityと建制鎮・Town)2率は 1949年の
10.64％から 1981 年の 20.16％に上昇し、更に 1996年の 30.48％、2003年の 40.53％を経























つしかなく、2000 年までは 3 カ所、2005 年までは 10 カ所に達し、2010 年の時点では既













































































































































































































































































































































































































































































































































































































（単、黄[2013]）。そして、2014年 3月 16 日に、『国家新型城鎮化規劃（2014-2020）』を
中国政府は公表した。この計画は、新型工業化戦略を背景に、今まで山積してきた経済・
































































図 2-4-1 新型城鎮化の「星系」モデル 
出所：徐、曹[2014]。 





















表 2-4-2 新型城鎮化の目標 


























表 2-4-3 新型城鎮化の戦略 
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表 2-4-4 新型城鎮化の要注意点 



























































































































































まず石炭の利用状況や環境問題に関しては、Wenfeng Wang·Weiduo Hao ら[2014]は、烏
海市における石炭採掘が生態環境（砂漠に生息し、国家級保護植物の一種である「四合木」）
に与える影響を地球化学の方法で計算して評価してみた。1990 年～2010 年の 20 年間で、
石炭採掘の範囲が急に拡大し、地元の四合木の成長と分布に大きな打撃を与えていること













Wang ら[2015]は内モンゴル全域の風力資源の分布を試算していた。また、Calvin Lee 
Kwan[2010]は、中国の再生可能エネルギーにおける内モンゴルの位置づけを評価し、政府
の援助と支持を呼び掛けていた。Bo Zeng·Ming Zeng ら[2014]は内モンゴルの風力発電産
業の現状を紹介し、送電網の整備問題を指摘した上で、超高圧送電網の建設や各集団の利

















































防衛気象衛星計画(Defense Meteorological Satellite Program：DMSP)の運用ラインスキ


























































































図 2-6-1 本文の章節構成図 
 
 











































































































































































内モンゴル都市化を巡る考え 定性分析 ①都市規模が小さい、数が少ない②偽都市化問題③都市施設の整備の遅れ。 


































2012 劉大鵬 呼包鄂区域における中都市の育成 定性分析 域内の中型都市の育成の必要性を強調 
2012 任艶麗、張麗 呼包鄂区域の交通体系の構想 定性分析 鉄道、道路、航空システムの発展構想を提言 
2012 王友軍等 呼包鄂経済区の土地利用 定性分析 土地の利用を巡る生態問題、利用率問題、都市建設用地問題などを指摘。 
2011 徐境 呼包鄂区域一体化の評価 定量分析 
階層分析法を利用。二級指標が支持システム、動力システム、経済実力、経済パフォーマンス、生態安










2011 王暁峰、張璞 呼包鄂都市圏の経済的影響範囲 定量分析 先行研究の中、比較的早い階層分析法など専門的な定量分析方法を使う研究である。 
2012 寧小莉、那玉林 呼包鄂地域の協調性の評価 定量分析 
階層分析法と指数の方法で、計 14 の指標を選択し、呼包鄂 3 都市の発展水準（論文では協調性）を評
価。 















































































































郡を拠点に 30 数の県を設置し、軍事施設の建設と経済開発を進めていた（正方[1982]）。 






















































































































省別 埋蔵量 割合 省別 埋蔵量 割合 
察哈爾 504 0.22% 江蘇 217 0.09% 
綏遠 476 0.20% 湖南 1764 0.76% 
山西 127127 54.66% 四川 9874 4.25% 
河北 3071 1.32% 雲南 1627 0.70% 
山東 1639 0.70% 貴州 1549 0.67% 
河南 7764 3.34% 広東 421 0.18% 
陝西 71950 30.94% 広西 300 0.13% 
湖北 440 0.19% 福建 396 0.17% 
安徽 360 0.15% 寧夏 488 0.21% 
江西 992 0.43% 甘粛 1500 0.64% 
浙江 100 0.04% 合計 232559 100.00% 

















すでに地元の大型企業にまで成長し、小麦粉の年間生産量は 12 万トンに達し、1 か月に
コンテナー2、3台分の製品を天津に輸出したという。1934年86月、綏遠政府は天津の商
人馮欣農と連携して「綏遠毛織廠」を創立した。1935 年 3 月に生産が始まり、間もなく




















品目（単位） 数量 価値（円） 備考 
獣毛（斤） 40000000 40000000 1 斤＝1 円 
獣皮（枚） 2000000 4000000 1 枚＝2 円 
腸   約 200000   
獣骨   約 100000   
獣毛製品   約 100000   
石炭（トン） 350000 3920000 1 トン＝11 円 20 
鉄（トン） 300000 5010000 1 トン＝16 円 70 
その他鉱物   100000   
阿片（両） 11000000 22000000 1 両＝2 円 
塩（担） 366788 1100364 １担＝3 円 
穀物（石） 2000000 30000000 1 石＝15 円 
黄麻（斤） 7000000 2100000 100 斤＝30 円 
亜麻（斤） 57450000 5170500 100 斤＝9 円 
薬草   約 80000   
菜種（斤） 18700000 1496000 100 斤＝8 円 
煙草（箱） 約 6600 908365   
マッチ（箱） 約 18820 151734   
石油（箱） 約 94650 544431   
雑貨   600000   
砂糖（包） 約 15000 375000   
綿布   約 1200000   
綿花   200000   
陶器具   80000   
計   約 119436394   
















































































                            
10内モンゴル経済の発展段階について諸説があるが、その相違点は主に 1978年後の分け方にある。 
11ここの 7 段階の分け方は鄭蕾、「内蒙古自治区産業結構演変過程大致分為七個階段」、内モンゴル新聞











内モンゴルの一人当たり GDPは 1952年の 137 元から 1978年の 317元までわずか 2倍に





なった。10 年間で、経済規模は 6.81 倍に拡大し、第一次産業は 3.05 倍、第二次産業は











図 3-3-2 共和国時代の産業構造の変遷 
②軽工業14の発展 
前述したように、内モンゴルにおける最初の近代工業は、製粉・毛織などの軽工業から










































1947 年から「一五」直前の 1952 年に、経済の回復に伴い、石炭生産量は 35 万トンか
ら 75万トンへと緩やかに増加した。1953年からの「一五」時期より、包頭鋼鉄工業基地
に燃料を提供することを目的に、政府は大型炭鉱の建設を始めた（李徳[1989]）。1957年
の「一五」末には生産量がすでに 217 万トンに達し、年間成長率は 23％だった。「二五」
から、烏海に初めて大型炭鉱が開発された。しかし、その後まもなく「大躍進」が始まり、
石炭産業の生産と建設は大きく攪乱され、1960年の生産量は 1188万トンに伸びたものの、
1965 年は 806 万トンに減少した。文革時代には、烏海炭鉱では内モンゴル初の全機械化

















の大中小炭鉱は 1370 カ所に達し、生産量は 3734万トンで、中国全省の中で 8位を占めて
いた。うち政府直営炭鉱は 8カ所、総生産量を占める割合は約 60％、地方国営は 52カ所、








入によって、生産量ベースで 2009 年には山西省を上回り、2010年までの 10 年間では 10
倍増との急成長を実現した。しかし、この後紹介するように、石炭は地域に富をもたらし
ながらも、様々な経済構造的問題を引き起こした。 
地区 1990 1995 2000 2005 2010 
内モンゴル 4762 7055 7247 25608 78665 
山西 28597 34731 25152 55426 74096 
中国 107988 136073 138419 234952 323500 
表 3-3-3 1990 年～2010 年内モンゴルと山西省における石炭生産量の変化（万トン） 
 電力工業 
黄河沿岸地域の電力工業は、1929 年の綏遠電灯麺粉有限公司および包頭電気麺粉公司








































これらの技術は 1984 年から普及段階に入った。この段階では小型風力発電機（出力が 50w
～2000w）の普及が早かった。1958 年～1983 年の風力発電機生産量は 2169 台に過ぎなか
























の生産は再び増大し始め、製品も多様化した。1987 年の生産量は、鉄鉱石 778 万トン、
銑鉄 257万トン、鋼 216万トン、鋼材 130.53 万トン、鉄合金 3.1万トン、他の有色金属
2.83万トン、レアアース精鉱 2.53万トンに上った。1953年から 1987 年までの 35年間で
は、冶金産業への固定資産投資累計額は、工業部門総額の約 1/5を占めた（林蔚然[1990]、
257-263頁）。 
（万トン）  1958 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 
鉄鉱石 76.01 616.44 513.55 413.96 243.5 394.65 820.83 885.17 1281.91 ― 
コークス 2.99 117.3 46.54 122.22 82.8 137.31 132.09 248.25 394.5 393.65 
銑鉄 1.23 67.48 51.07 89.99 43.68 128.12 187.89 280.66 345.78 440.84 
鋼 0.27 19.45 28.92 72.69 40.87 123.53 155.53 273,01 355.36 423.6 
ビレット鋼 ― ― ― 64.3 43.44 108.9 125.14 ― ― ― 
鋼材 ― ― ― ― 32.45 83.62 77.15 175.48 257.77 378.91 





























章で述べるように、2000年代後期、PVC（塩ビ）や MTO（Methanol to Olefin）などのプ
ロジェクトの建設ラッシュが起こり、石炭化学産業の発展が一層加速している。 
 （トン） 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 
硫化鉄鉱 ― ― 1.96 10.46 21.72 17.48 8.53 20.74 35.88 ― 
苛性ソーダ 2667 6328 7608 7301 8957 10113 13824 30529 103200 157500 
硫酸 ― 1725 ― 600 10541 21992 27297 48454 110200 162200 
塩酸 ― ― ― ― ― 3444 9594 24305 47500 ― 
カーバイド ― ― 3694 4464 9586 17950 35200 89970 154200 ― 
化学肥料 ― 6489 8806 29149 81874 235910 98101 134794 173600 355400 















                            













































か、また各基盤産業がどういう経緯で形成されたかを表 3-3-6 と図 3-3-3で見てみよう。 























ピーク期 現在 2005 年頃 現在 
2005 年
頃 














表 3-3-6 各産業の発展状況 
 
図 3-3-3 建国以来の内モンゴルの産業構造の変遷 












1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2013
石炭 2.9% 6.1% 5.5% 5.8% 7.0% 6.1% 7.2% 7.3% 7.1% 11.0% 14.0% 21.8% 23.1%
電力 0.9% 3.3% 4.8% 5.2% 5.7% 6.1% 5.9% 6.8% 6.2% 13.5% 13.5% 10.3% 9.4%
冶金 0.0% 10.8% 14.3% 12.4% 10.5% 14.0% 12.9% 14.8% 16.8% 25.2% 27.0% 24.1% 23.3%
建材 4.5% 10.3% 3.8% 1.9% 4.1% 4.9% 5.3% 4.5% 5.3% 3.1% 3.0% 4.2% 4.1%
化学 4.6% 4.8% 4.2% 8.0% 6.0% 5.4% 5.5% 7.7% 9.3% 7.6% 6.9% 7.8% 9.2%
機械・電子 5.6% 19.3% 28.8% 38.5% 26.0% 21.3% 20.4% 19.0% 9.6% 4.7% 7.5% 6.8% 5.3%
紡織 2.8% 3.1% 3.8% 4.0% 5.9% 7.5% 8.1% 7.5% 10.8% 9.2% 4.9% 3.2% 2.2%
第一軽工業 32.2% 22.3% 21.8% 17.3% 18.7% 24.1% 24.4% 20.1% 15.6% 14.6% 18.2% 14.7% 13.9%












































また、のちに衰退の一途を辿る機械電子工業が 1960 年代から 30 年間にわたった成長も、
域内諸産業の中で比較的高い労働生産性を持っていたことによるものだと思われる。 
それにも関わらず、4章で詳しく述べるように、2000年から始まった石炭の開発ブーム








総生産高 設備投資額 労働生産性 
1960 1990 倍数 1960 1990 倍数 1960 1990 倍数 
石炭 16622 108469 6.53 11808 94653 8.02 1385 4887 3.53 
電力 9004 101555 11.28 7022 71781 10.22 17234 22377 1.30 
鉄鋼 23881 168809 7.07 29421 12621 0.43 4562 15606 3.42 
機械・電子 52875 282687 5.35 9904 3483 0.35 11716* 18054 1.54 
化学 13256 115477 8.71 1891 8185 4.33 19889 14431 0.73 
建材 28132 67511 2.40 3690 2400 0.65 5629* 5282 0.94 
紡織 8395 111081 13.23 2492 6459 2.59 ― ― ― 
第一軽工業 61014 299314 4.91 3839 2638 0.69 ― ― ― 
第二軽工業 19507 82100 4.21 ― ― ― ― ― ― 
表 3-3-7 1960 年～1990 年各重工業の成長状況 
出所：李徳[1989]と『内モンゴル統計年鑑 1991 年版』より筆者整理・計算。 





























った。そして当時、帰綏の 10 万人や包頭の 5万人というような都市人口でも決して多い
といえない。 
都市 置県年 置市年 置区年 都市人口 城壁周長 大通り本数 銀行数 
中心 
都市 
帰綏（フフホト） 1912 1928 1951 79511 12 70 6 
包頭 1926 1938 1950 44930 22 10 5 
東勝（オルドス） 1912 1983 2001 3195 4 0 0 
集寧（ウランチャブ） 1925 1956 2004 4915 10.92 4 0 
臨河（バヤンノール） 1929 1984 2004 6175 7.73 5 1 
烏海 - 1961 1961 - - - - 
アラシャン左旗 
（アラシャン） 




トクト（フフホト） 1912 - - 13585 7 2 1 
武川（フフホト） 1912 - - 10415 5.13 1 0 
薩拉斉（包頭） 1912 - - 18020 9.02 4 1 
豊鎮（ウランチャブ） 1912 1948 - 44275 14.17 16 1 
陶林（ウランチャブ） 1912 - - 5775 8.42 4 0 
興和（ウランチャブ） 1912 - - 16175 9 4 1 
五原（バヤンノール） 1912 - - 9475 8.13 6 2 








































漢 条坊制・内外二城 ― 政治・軍事 
宋・遼・元 条坊制 
1.3 ㎞²、城壁 8m、10 万



























表 3-4-2 フフホトの盛衰及び都市規模の変遷 
出所：王静芬、劉潤民[2006]より筆者加筆作成。 
機構部門 設立年 機構部門 設立年 
軍用電信局 ― 綏遠教育庁 1923 
建設庁路工局 ― 省立第二小学校 1925 
度量衡検定所 ― 中山学院 1927 
郷村工作人員訓練所 ― 帰綏農科職業学校 1927 
郷政研究委員会 ― 綏遠省政府 1929 
パンチェン・ラマ駐綏
遠事務処 
― 綏遠建設庁 1929 





綏遠旗務処 1914 帰綏地方法院 1931 
綏遠墾務総局 1916 国貨陳列館 1931 
県立第二小学校 1919 農村週刊社 1934 























  工業 1990 2000 2010 
フフホト 
軽工業生産高 242924 1141740 5403511 
重工業生産高 152360 931035 5951905 
軽工業割合 61.5% 55.1% 47.6% 
重工業割合 38.5% 44.9% 52.4% 
フフホト/   
内モンゴル 
軽工業 22.4% 24.6% 11.6% 
重工業 9.8% 12.6% 5.2% 






















人口の変動について、統計が始まった 1953 年より 1996年にかけての 43年間で、包頭




































都市機能 機構名称 開始年 内容 
郵便事業 包頭郵政代弁局 1904 局員 26 人、差出・預金・送金・国際郵便など業務を提供。 
電信事業 ― 1912 
1925 年、正式の電信局が成立。局員 20 数人。1993
年に、電話の普及率は 6.3％。 
新聞・出版事業 ― 1913 
1913 年『一報』、1925 年『西北民報』、1928 年『包頭週報』、
1931 年『包頭日報』など。雑誌は 1981 年『陰山学刊』、1984
年『稀土』、1978 年『兵器材料科学与工程』など。 
鉄道交通 ― 1923 
1923 年、京包線貫通。1958 年、包頭鉄路分局成立。
1993 年、中国 38 カ所の中枢駅の一つ。 
電気事業 包頭電灯麺粉公司 1931 社内の電気需要を中心に、少数の市民にも 
航空運輸 欧亜航空公司 1935 内蒙古初の空港。最初の航路は包頭―寧夏―蘭州。 
給水系統 包頭自来水廠 1939 
日本軍建設。1940 年竣工、市民に給水開始。1943 年
の使用者は 130 戸。1949 年、用水人口は 4 万。 
都市管理機関 包頭市政府建設科 1945 都市公用施設の建設・管理・メンテナンス 
都市計画機関 都市建設委員会 1953 都市の街づくりの企画と建設の管理 
ガソリン供給 包頭石油総公司 1953 包頭を中心に、黄河沿岸地域のガソリンの配給集散地 
公共交通 包頭公共汽車公司 1954 
1957 年、社有バス 21 台、社員 190 人、運行線路 5







高等教育 ― 1958 
医学院、工学院、農学院、師範専科学校、鉄路学院、
鋼鉄学院など学校は次第に設立。 
ガス供給 包頭鋼鉄公司 1959 
社内のガス需要が目的。市民向けの都市ガスプロジェクトは
1981 年サービス開始。1993 年ガス普及率は 36.6％。 











ェクトは 1988 年建設開始。 
市内道路網 ― ― 
1949 年、アスファルト道路は 3.5 ㎞。1965 年までやく 170 ㎞
の市内道路を建設。1993 年、市内道路全長 420.9 ㎞。 
現代産業 会社名 開始年 内容 





50 年代、中国トップ 10 の鉄鋼会社とトップ 8 のアルミ









電子工業 ― 1969 ラジオ、レコーダー、掃除機、太陽光電池、炭素測定器など 

















精錬と圧延産業の比重は 2001年の 57.9%から 2011年の 44.1%と落ちている一方、石炭採
選、電力、化学の割合はそれぞれ 2001年の 0.5%、5.8%、2.0%から 2011 年の 4.7%、7.5%、
3.5%と勢力を伸ばしており、産業全体の重心は川上の方向へ移動し続けている。 
  工業 1990 2000 2010 
包頭 
軽工業生産高 141900 873700 5389500 
重工業生産高 559900 2854000 24179200 
軽工業割合 20.2% 23.4% 18.2% 
重工業割合 79.8% 76.6% 81.8% 
包頭/   
内モンゴル 
軽工業 13.1% 18.8% 11.6% 
重工業 36.2% 38.6% 21.3% 
















































































































付表 3 黄河沿岸地域における産業・都市発展の系譜 
出所：①舒振邦[1983] ②正方[1982] ③楊東晨[1997]、武成 [2003] ④李麗芳[2011] ⑤張久和[2002] ⑥魏堅[2007] ⑦郭彩雲[2013] ⑧王煒民[2012] ⑨張蘇、李三謀[2009] ⑩
何天明[1995] ⑪武成[2003] ⑫胡学祥[2007] ⑬馬耀折、吉発習[1980] ⑭劉春玲[2009] ⑮楊紹猷[1992] ⑯張世満[2009] ⑰卜万恒[1993] ⑱何一民[2010] ⑲馬寒梅[2008] ⑳斯
日古楞[2003] ㉑阿柔瀚巴図[2006] ㉒丁暁杰[2007] ㉓田中 剛[2010] 








遊牧→農耕 九原郡（包）、朔方郡（オ）② ― ―

















































































































































中国全体の約 5.87%、22.06%（中国 1 位）、12.11%（中国 1 位）を占めている。世界で確
認されている 140 余種類の鉱産資源のうち、内モンゴルには 120 種類以上が存在してい




い。それに、風力資源は 10.52 億 kWh、技術的に開発可能な量は 3億 kWh、それぞれ中国
の約 40%を占めている。太陽光の年間日照時数はチベットに続いて第 2位である18。 

















と（表 4-2-1）、上位 15産業のうち、消費財関連産業（いわゆる軽工業）は 4産業であっ
た。しかしその後、上位 15産業のうち 12産業が鉱産資源・エネルギー・素材産業となっ
た。 
 生産規模 国内生産シェア 成長率 
① 石炭採掘と洗選業 25437351 その他の採掘業 15.01% その他の採掘業 100.00% 
② 電力・熱力生産供給業 13748900 ガス生産と供給業 12.52% ガス生産と供給業 95.08% 
③ 有色金属精錬と圧延加工業 12788533 石炭採掘と洗選業 11.51% 黒色金属採掘選鉱業 92.27% 
④ 黒色金属精錬と圧延加工業 12538084 有色金属採掘選鉱業 9.22% 有色金属採掘選鉱業 92.47% 
⑤ 農副食品加工業 9849845 黒色金属採掘選鉱業 5.84% 石炭採掘と洗選業 92.63% 
⑥ 化学原料と化学製品製造業 7792117 食品製造業 5.70% 非金属採掘選鉱業 72.04% 
⑦ 食品製造業 6466861 非金属採掘選鉱業 4.92% 有色金属精錬と圧延加工業 90.73% 
⑧ 非金属鉱物製品業 5586969 有色金属精錬と圧延加工業 4.55% 非金属鉱物製品業 90.06% 




3794540 農副食品加工業 2.82% 農副食品加工業 85.70% 




⑫ 有色金属採掘選鉱業 3501696 非金属鉱物製品業 1.74% 電力・熱力生産供給業 87.00% 
⑬ ガス生産と供給業 2995973 化学原料と化学製品製造業 1.63% 紡績業 86.74% 
⑭ 非金属採掘選鉱業 1521473 紡績業 1.49% 食品製造業 74.42% 
⑮ その他の採掘業 46990 
石油加工、コークス及び核燃
料加工業 
1.30% 黒色金属精錬と圧延加工業 82.54% 
表 4-2-1  内モンゴルにおける規模以上工業企業業種別ランク（2010 年） 
出所：『中国統計年鑑』、『内モンゴル統計年鑑』各年版により作成19。 
注：中国の統計基準の何回かの変更によって、ここで扱う期間は 2004 年～2010 年にする。生産規模は 2010







                            
19中国には 2003年、2011 年にそれぞれ新しい統計制度を導入し、国民経済行業分類新旧類目の変更があ
った。そして、2011 年には、規模以上工業企業の判定基準が 500 万元から 2000 万元に引き上げられた
ため、各産業の成長度合いを分析する場合は、段階を分けて論じねばならない。ここには統計上の整合
性がとれる 2004年～2010年のデータを使って、各産業の成長率を計算する。 

















産業 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
電力・熱力生産供給業 53.20% 30.80% 28.76% 24.15% 25.65% 26.71% 17.26% 
石炭採掘と洗選業 4.78% 12.73% 14.89% 16.55% 14.45% 12.25% 11.89% 
化学原料と化学製品製造業 1.93% 5.24% 8.99% 8.20% 7.91% 7.48% 9.51% 
非金属鉱物製品業 2.60% 3.75% 3.96% 4.07% 5.23% 5.58% 6.19% 
有色金属精錬と圧延加工業 2.01% 5.21% 4.01% 4.35% 4.90% 4.73% 6.11% 
電気機械及び器材製造業 0.10% 0.27% 0.94% 1.23% 1.31% 3.18% 4.67% 
黒色金属精錬と圧延加工業 6.78% 5.06% 4.10% 2.98% 2.99% 2.99% 3.93% 
ガス生産と供給業 0.39% 0.33% 0.37% 0.66% 1.83% 2.93% 3.91% 
農副食品加工業 1.67% 3.76% 3.40% 2.59% 2.44% 2.45% 3.55% 
交通運輸設備製造業 0.57% 1.02% 1.32% 1.52% 2.32% 2.19% 3.22% 
石油加工、コークス及び核燃料加工業 4.02% 6.33% 5.24% 5.74% 4.14% 2.09% 3.18% 
汎用設備製造業 0.45% 0.94% 1.51% 2.30% 2.48% 2.90% 2.89% 
有色金属採掘選鉱業 2.14% 2.22% 2.72% 3.27% 2.29% 2.06% 2.84% 
黒色金属採掘選鉱業 3.46% 4.40% 3.01% 3.33% 3.03% 2.73% 2.26% 
食品製造業 0.85% 2.67% 2.29% 1.68% 1.41% 2.43% 2.22% 
合計 84.95% 84.72% 85.52% 82.62% 82.37% 82.71% 83.64% 
表 4-2-2 工業投資総額に占める主要な産業の割合 






















国の 7.4%に過ぎなかったが、2012 年には 29.2%に上昇した。2013年、内モンゴルの石炭
















ぼ 90%はオルドスに集中している。その埋蔵量は 1756億トンで、全国の約 1／6を占める。
また、各種の石炭の埋蔵状況が都市によって異なっているが、総じて見れば、無煙炭約 6.6























































                            
23捜狐網、「鄂爾多斯人均有 3 到 4 套住房  房価 6 年上漲 6 倍」、 2011 年 10 月 17 日。
http://news.sohu.com/20111017/n322381986.shtml 
24TIME：“Inside China's Runaway Building Boom”、2010年 4月 5日。 
http://content.time.com/time/magazine/article/0,9171,1975336,00.html 
































 2000 2005 2010 2013 2013 シェア 
生産量 439.22 1025.27 2571.82 3520.78 - 
火力発電 432.09 1010.21 2352.9 3121.61 88.66% 
風力発電   202.63 372.50 10.58% 
水力発電 5.59 11.38 16.29 19.75 0.56% 
消費量 256.07 667.72 1536.833 2181.91 - 




                            
26中国発展門戸網：「内蒙古煤炭資源整合 露天開採不低于 300万吨/年」 
http://cn.chinagate.cn/resource/2008-11/06/content_16720452.htm 




が蒙西電網（七盟市とシリンゴル盟）から調達した電力は 1064 億 kWh に達し、全国の外
部調達電力の 18%が蒙西電網からである 。 
行 業 生産・消費量（億 Kwh） 成長率（%） 
生産 2598.39 15.52% 
 火力 2405.53 12.76% 
 水力 19.72 12.69% 
 風力 176.13 75.85% 
消費 1536.8 19.33% 
 第一次産業 41.04 13.76% 
 第二次産業 1346.66 19.95% 
  工業(建築業を除く) 1340.34 19.81% 
  石炭採掘と洗選業 45.2 15.04% 
  化学原料と化学製品製造業 317.64 15.40% 
   うち：カーバイド 260.66 9.59% 
  黒色金属精錬と圧延加工業 243.44 23.36% 
   うち：鉄合金精錬 115.37 34.44% 
  有色金属精錬と圧延加工業 245.72 17.04% 
   うち:アルミ精錬 205.32 11.20% 
 第三次産業 70.35 17.72% 
 生活 78.78 13.52% 
輸出 1064.46 10.07% 
 華北電網 711.97 4.47% 
 東北電網 337.56 20.23% 











の排出量の 65.54%、粉塵排出量の 41.81%が火力発電によるものであった28。 
 表 4-3-3 が示すように、単位火力発電量当たりの SO2 排出量（SO2排出原単位）を見る
と、内モンゴルは一貫して全国よりも高い。2008年までは全国比で 1.01倍まで追いつい
たが、以後、再び差が開いて 2012年には 1.23 倍となっている。もっとも、全国、内モン
ゴルとも改善は進んでいる。 
 







内モンゴル対全国比 SO2 排出原単位 内モンゴ
ルの全産
業脱硫率 
発電量% SO2% 粉塵% 内モンゴル 全国 
内モンゴル
対全国比 
2000 3.88% 4.84% 5.05% 7.92 6.35 1.25 17.16% 
2002 3.82% 5.39% 4.49% 7.07 5.02 1.41 21.11% 
2004 4.55% 6.11% 4.64% 7.44 5.54 1.34 15.86% 
2006 5.89% 6.65% 4.41% 5.73 5.08 1.13 24.08% 
2008 7.16% 7.26% 6.67% 3.85 3.8 1.01 47.15% 
2010 7.06% 8.26% 9.17% 3.16 2.7 1.17 57.33% 
2012 7.99% 9.85% 14.59% 2.59 2.1 1.23 66.65% 

























国の送電線亘長のなか、国家電網が 77%を占め、南方電網は 19%、蒙西電網は僅か 3%にと



































で 10位以内に入っていたこともあるが、2010 年には 19位に低下している31。 
②生産システム進化と市場開拓における制限 
鉄鋼生産工程の進化の世代論によれば、1990 年代に「改革・開放」政策のもとで、中







                            
29「内蒙古「窩電」困境：国家電網有責任」、光明網、2012年 10月 17日。 
 石玉、「内蒙古窩電厳重欲送至広東」、時代週報、2012年 6月 14日。 
 倪春春、「新豊発電所違法建設事件からみる中国電力産業の課題」、JEEJ、2006年 10月。 





管比）が製品高度化の指標として用いられる。この比率は 2010 年中国全体は 52.5%であ
り、粗鋼生産量上位 10 社32では 63.71%（単純平均）であった。特に先進的な大型銑鋼一
貫企業である宝鋼集団では 92.44%、鞍山鋼鉄集団では 92.62%であった。これに対して包














































中国における PVC 産業は、1980 年代初頭から急発展期に入り、製法・工程の海外から
の導入や国内における研究開発が盛んになった。2003年からの 10年間で、内モンゴルの








工業・情報化部によると、2009 年末の時点で中国には PVC メーカーが 104 社、生産能力





















                            
34中国氯鹸網、「内蒙古自治区発布氯鹸化工行業発展情況調研報告」、2012年 12月 19日。 
http://www.ccaon.com/content.asp?id=57819&aim_id_field_true=ecrp_id&inner_table=new_notprod_
mrjd 













1995年から 2004年までに米 Universal Oil Products Company社、大連科学物理研究所、
上海石油化工研究所などによって開発された新しいプロセスが良い効果を収めた（室井
[2012]）。内モンゴルでは神華包頭煤化工公司、中国電力投資集団公司など大手会社が黄
河沿岸地域に工場を建設しはじめた37。2010 年から 2011 年まで、内モンゴルの純粋なメ






















                            
37「中国で進む石炭由来オレフィン生産事業」、2012 年度第 39回 JPECレポート、2013年 3月 19日。 
38中商情報網、「2011 年中国精甲醇産量增長 36.27%」、2012年 1月 30日。 





図 4-3-1 内モンゴルにおける資源・エネルギー・素材産業の系譜図 
これらの環境汚染問題やエネルギー浪費問題に対処するために、中国政府は 2007 年 6
月に『節能減排(省エネ・排出削減)総合業務実施計画』を出して、汚染物質の排出を強く
規制している。そして、『石炭工業汚染物排出基準（2006）』、『既存火力発電所二酸化硫黄
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 内モンゴルにおける最近 100 年ほどの都市化を振り返ってみると、中国全体と似てる
点もあれば、独特の点もある。 
 内モンゴル自治区が成立した 1947年には、都市人口がわずか 68.4万人、都市化率が
12.2%に過ぎなかった。1999 年西部大開発戦略の実行と 2001 年 WTO への加盟によって、
中国の少数民族地域の工業化と都市化が未曾有のスピードで推進されてきた。内モンゴル
の一人当たり GDPが急成長し、2013年には 67498元に達し、1999年の 5861元の 11.5倍
となっている。 
 
図 5-2-1 同調する工業化と都市化 
出所：筆者作成。 
注：工業化率は GDP ベースで、都市化率は常住人口ベースで計算。 
この 20 数年の間に、内モンゴルの都市化率は中国全体ずっと上回って推移している。
また、1947 年～1990 年の総人口の年間成長率は 3.2％であるのに対し、都市人口の年間
成長率は 5.8％に達した。1990年代に入ってから、内モンゴルの都市化は急ピッチで進ん








































自治区全体 2375.54 2470.63 95.09 4 
黄河沿岸 1080.51 1203.54 123 11.38 
フフホト市 243.79 286.66 42.87 17.58 
包頭市 229.74 265.04 35.29 15.36 
オルドス市 139.54 194.07 54.52 39.07 
烏海市 43.49 53.29 9.8 22.53 
アラシャン盟 19.94 23.13 3.19 16 
バヤンノール市 171.38 166.99 -4.39 -2.56 
ウランチャブ市 232.63 214.36 -18.28 -7.86 
表 5-2-1 経済格差による人口の流動（単位：万人） 
出所：2000 年実施した『第 5 回全国人口センサス』と 2010 年の『第 6 回全国人口センサス』より整理。 
都市 
1990 年 2000 年 2010 年 都市化
率増分 
都市人
口増分 都市人口 都市化率 都市人口 都市化率 都市人口 都市化率 
フフホト 81 44% 112 54% 179.08 62% 18% 98.08 
包頭 135.03 73% 154.81 76% 210.68 79% 6% 75.65 
オルドス 21.51 18% 73.91 56% 134.93 69% 51% 113.42 
烏海 26.41 92% 39.82 93% 50.27 94% 2% 23.86 
アラシャン 9.44 59% 12.64 72% 17.22 74% 15% 7.78 
バヤンノール 38.36 25% 63.24 37% 80.84 48% 23% 42.48 
ウランチャブ 49.63 18% 88.21 33% 90.59 42% 24% 40.96 
表 5-2-2 各都市の都市人口の変化 
出所：『内モンゴル統計年鑑』、『中国城市統計年鑑』各年版より整理。 
注：都市人口は城区と鎮区に住んでいる人口の数、単位は万人。1990 年、2000 年は戸籍人口ベースで計算。























参照）、80 年代から黄河沿岸地域における地級の行政単位は 7 つと変わりがなかったが、
盟の数は大幅に減り、地級市の数が増えた。 
級 行政区画 1980 1985 2000 2005 
地級 
盟 4 4 3 1 
市 3 3 4 6 
県級 
区 13 13 14 16 
市 1 3 3 1 
県 15 13 12 12 
旗 21 21 21 21 
表 5-2-3 黄河沿岸地域における都市数の変化 
出所：『内モンゴル統計年鑑』各年版より整理。 
都市 2000 年 2005 年 2010 年 2013 年 倍数 年間増加率 
フフホト 83.0 143.0 166.2 259.1 3.1 9.15% 
包頭 149.4 177.6 183.5 186.0 1.2 1.70% 
オルドス 16.0 66.8 112.6 112.6 7.0 16.19% 
バヤンノール 18.7 31.0 38.0 52.0 2.8 8.18% 
ウランチャブ 37.1 53.0 65.8 85.0 2.3 6.58% 
烏海 55.8 55.8 62.9 62.9 1.1 0.93% 
アラシャン 10 13 25.6 42.5 4.25 11.77% 
合計 370.0 540.1 654.5 800.1 2.2 6.11% 






















一方、7 都市の市街地面積も急増している（表 5-2-4）。域内都市の合計面積は 370 ㎞²
から 800㎞²と 2.2倍に増えた。中に、オルドスは 7.0倍、アラシャンは 4.25倍、フフホ





ている。これによって、黄河沿岸の 7都市はすべて格下げされた（表 5-2-5を参照）。 













1989 年基準 小都市 中都市 大都市 特大都市 ― 
人口数 ～20 万 20‐50 万 50‐100 万 100 万～ ― 
域内都市 2 3 1 2 ― 
2014 年基準 Ⅱ型小都市 Ⅰ型小都市 中都市 Ⅱ型大都市 Ⅰ型大都市 特大都市 超大都市 
人口数 ～20 万 20‐50 万 50‐100 万 100‐300 万 300‐500 万 500‐1000 万 1000 万～ 
域内都市 2 3 1 2 ― ― ― 
全国の数 247 251 92 50 6 6 4 
割合 0.81% 1.20% 1.09% 4.00% 0.00% 0.00% 0.00% 
表 5-2-5 黄河沿岸諸都市の都市レベルの格付け 
出所：『国務院関于調整城市規模劃分標準的通知』（2014 年）、『中華人民共和国城市規劃法』（1989 年）、『内





                            






都市を占めている「金三角」は、面積は自治区の約 11%、人口は 30.64%にすぎないが、GDP は
自治区全体の 56.24%をも占めている。この 3都市に加えて、アラシャン盟と烏海市も、人口・
面積は小さいが一人当たり GDPはそれぞれ 1位と 4位である。一方、ウランチャブ市とバヤン
ノール市は発展が遅れがちである。西部において一人当たり GDPが最高のアラシャン盟と最低
のウランチャブ市とでは、5.2倍の格差もある。 
また、2001 年から 2011 年にかけて、各都市の経済成長が自治区全体に対する寄与度を動態
的に考察してみると、金三角都市の経済規模は、この十年間でそれぞれ 9倍以上に拡大し、特




人口   
（万人） 




自治区 2497.6 16832.38 67394.22 
西部        
（黄河沿岸諸都市） 




778.48  10086.04  
129560.72 
31.17% 59.92% 
フフホト市 300.11  2705.39  90146.69 
包頭市 276.62  3424.75  123807.13 
オルドス市 201.75  3955.90  196079.22 
烏海市 55.31  575.09  103975.85 
バヤンノール市 167.06  834.90  49976.06 
ウランチャブ市 212.30  833.79  39274.36 
アラシャ盟 23.85  443.51  185958.07 
表 5-2-6 黄河沿岸諸都市の格差 
出所：『内モンゴル統計年鑑 2014』。 































フフホト 32003 14.0% 11398 12.0% 
包頭 32694 13.9% 11547 12.2% 
オルドス 32243 15.0% 12107 13.4% 
バヤンノール 20674 12.9% 11045 11.8% 
ウランチャブ 20895 14.7% 6964 12.3% 
烏海 28802 15.7% 11878 13.6% 
アラシャン 27399 14.5% 12869 12.7% 
内モンゴル 25497 13.0% 8596 11.1% 
中国 26955 10.8% 6977 8.6% 
表 5-2-7 都市住民と農牧民の収入の収入状況（元） 
出所：『内モンゴル統計年鑑 2014』、『中国統計年鑑 2014』より作成。 
注：収入は可処分所得。可処分所得＝給与型所得＋経営型所得＋財産型所得＋財政移転型所得。 
都市 
産業構造 就業構造 産業別一人当 GDP 都市
化率 第一次 第二次 第三次 第一次 第二次 第三次 第一次 第二次 第三次 
フフホト 5% 31% 64% 22% 31% 47% 3.54 15.42 21.29 62% 
包頭 3% 50% 48% 14% 28% 58% 4.68 39.54 18.21 79% 
オルドス 2% 60% 38% 26% 30% 44% 3.59 76.18 32.89 70% 
バヤンノール 19% 56% 25% 54% 14% 31% 3.30 36.68 7.31 48% 
ウランチャブ 16% 52% 32% 57% 13% 30% 2.05 29.74 7.77 42% 
烏海 1% 65% 34% 3% 35% 63% 6.16 36.68 10.49 94% 
アラシャン 3% 81% 17% 23% 30% 46% 2.63 64.68 8.66 74% 
黄河沿岸 5% 51% 44% 30% 25% 45% 3.13 38.23 18.31 63% 
表 5-2-8 産業構造と就業構造の乖離 
出所：『内モンゴル統計年鑑 2014』より作成。 
















年と比べて 2010年ピーク期を見てみると、オルドスは 12.2倍、バヤンノールは 12.1倍、
包頭は 9.1倍、アラシャンは 4倍とそれぞれ異常なスピードで増えている（図 5-2-2）。 
 






































































































初期段階（2） 中期段階（3） 後期段階（4） 
1.一人当たり GDP 
（経済発展水準）      
①1970 年ドル    
②2012 年ドル 
①140～280      
②829～1658 
①280～560      
②1658～3315 
①560～1120       
②3315～6630 
①1120～2100       
②6630～13261 
①2100～     
②13261～ 
2.第一、二、三次産
業生産高比重    
（産業構造） 
A＞I 
①A＞20％   
②I＞A、しかし I
の比重が低い 
①A＜20％   
②I＞S      
③I が最大 





比率        
（工業構造） 
～20％ 20％～40％ 40％～50％ 50％～60％ 60％～ 
4.都市化率     
（空間構造） 
～30％ 30％～50％ 50％～60％ 60％～75％ 75％～ 
5.第一次産業従業
の人口割合       
（就業構造） 
60％～ 45％～60％ 30％～45％ 10％～30％ ～10％ 
表 5-3-1 修正したチェネリー工業発展段階論の評価基準42 
注：A は第一次産業、I は第二次産業、S は第三次産業。初級製品生産段階から発達段階まではそれぞれ 1
～5 を値付けする。以下同じ。 







                            
42 階層分析法は、意思決定における問題の分析において、人間の主観的判断とシステムアプローチとの

















うち、i は地域 i, j は j 個目の指標、λij は地域 i の指標 j の評価値（無次元量）、Xij は地域 i

























一人当たり GDP 1 2 2 3 4 2.169 37％ 1.89  5.048 
産業生産高比 1/2 1 1 2 3 1.246 22％ 1.08  5.016 
製造業付加価値比 1/2 1 1 2 3 1.246 22％ 1.08  5.016 
都市化率 1/3 1/2 1/2 1 2 0.699 12％ 0.61  5.034 
第一次産業就業比 1/4 1/3 1/3 1/2 1 0.425 7％ 0.37  5.051 
      計 5.784   λ=5.033 







る。この行列の最大固有値 λ＝5.033、整合性 CI＝（λ-n）/（n-1）＝0.0083、整合比 CR＝
CI/RI＝0.0074<0.1 であるため、この判断マトリックスで計算された各指標のウェイトを
使って、各都市の総合得点を計算することができる。 









表 5-3-3 チェネリー発展指数の原始データ（筆者整理） 













フフホト 13265.62 62.47% 92.01% 62.64% 23.32%
包頭 18690.97 44.69% 81.20% 79.49% 14.07%
オルドス 29028.21 37.01% 27.28% 69.53% 25.80%
バヤンノール 7466.24 23.40% 58.32% 48.41% 55.43%
ウランチャブ 5818.07 30.64% 61.91% 42.26% 57.26%
烏海 15431.24 30.93% 36.92% 94.33% 4.09%
アラシャン 28365.52 15.58% 42.11% 76.94% 24.93%
合計 15357.29 42.02% 58.48% 63.69% 30.84%
算数平均 16866.55 0.35 0.57 0.68 0.29
標準偏差 9209.80 0.15 0.24 0.18 0.20
変動係数 0.55 0.44 0.41 0.27 0.68
上海 13488.48 60.45% 94.76% 89.30% 4.10%
南京 14039.25 53.40% 79.84% 80.20% 10.87%
無錫 18622.92 45.17% 97.63% 72.90% 4.68%
常州 13475.97 43.90% 97.27% 66.20% 11.29%
蘇州 18115.38 44.24% 97.20% 72.30% 3.64%
南通 9938.85 40.04% 97.79% 58.70% 24.42%
揚州 10446.40 40.01% 86.80% 58.80% 19.79%
鎮江 13265.19 41.63% 93.65% 64.20% 12.71%
泰州 9283.90 39.80% 99.46% 57.90% 25.60%
杭州 14102.15 50.94% 88.43% 74.30% 10.92%
寧波 13708.67 42.49% 93.47% 69.40% 5.93%
嘉興 10120.58 39.30% 85.52% 55.30% 9.92%
湖州 9114.77 39.37% 87.08% 55.10% 14.32%
紹興 11760.93 41.24% 96.04% 60.10% 14.94%
舟山 11906.83 45.38% 87.41% 65.30% 14.38%
台州 7713.09 44.34% 94.64% 56.90% 19.39%
合計 13129.76 48.20% 93.53% 71.39% 11.06%
算数平均 12443.96 0.44 0.92 0.66 0.13
標準偏差 3054.38 0.06 0.06 0.10 0.07
変動係数 0.25 0.13 0.06 0.15 0.52
広州 16792.31 63.59% 77.57% 85.02% 8.61%
深圳 19533.79 55.65% 81.72% 100.00% 0.02%
珠海 15117.11 45.78% 90.34% 87.82% 5.89%
仏山 14488.25 35.83% 98.59% 94.87% 6.12%
恵州 8058.80 36.57% 98.35% 63.90% 19.31%
東莞 9612.53 52.21% 93.97% 88.67% 0.95%
中山 12309.38 42.00% 98.20% 87.92% 4.80%
江門 6673.74 40.95% 91.54% 63.20% 30.73%
肇慶 5842.22 37.91% 93.10% 42.62% 54.05%
合計 13379.01 51.72% 87.90% 83.40% 9.86%
算数平均 12047.57 0.46 0.91 0.79 0.14
標準偏差 4785.76 0.10 0.07 0.19 0.18



































Ki＝∑ 𝑊𝑗𝜆𝑖𝑗𝑛𝑗=1  
うちに、Ki は都市 i の工業化水準の総合評価値、λij は都市 i の指標 j の評価値（原始デ
ータの無次元量）、n は評価指標の数、Wjは指標 j のウェイトである。 
上述の方法で処理して得た結果は、表 5-3-4に纏めた。この表で分かるのは以下のよう
に要約できる。まず、各都市群の中核都市は得点が高い。珠江デルタの広州（2位）と深



































フフホト 0.321 16 0.977 2 0.897 16 0.353 22 0.593 24 0.615 9
包頭 0.555 4 0.606 11 0.747 25 0.645 10 0.754 17 0.633 7
オルドス 1.000 1 0.446 26 0.000 32 0.472 15 0.550 28 0.563 16
バヤンノール 0.071 29 0.163 31 0.430 29 0.107 30 0.032 31 0.172 32
ウランチャブ 0.000 32 0.314 30 0.480 28 0.000 32 0.000 32 0.175 31
烏海 0.414 8 0.320 29 0.134 31 0.902 3 0.929 4 0.426 27
アラシャン 0.971 2 0.000 32 0.206 30 0.601 11 0.565 26 0.516 19
合計 0.411 Ⅰ 0.551 Ⅲ 0.432 Ⅲ 0.371 Ⅲ 0.461 Ⅲ 0.445 Ⅲ
上海 0.330 14 0.935 3 0.935 10 0.815 4 0.929 5 0.696 3
南京 0.354 12 0.788 5 0.728 26 0.657 9 0.810 13 0.600 11
無錫 0.552 5 0.616 10 0.975 6 0.531 13 0.919 6 0.682 4
常州 0.330 15 0.590 14 0.970 7 0.415 17 0.803 15 0.571 14
蘇州 0.530 6 0.597 13 0.969 8 0.520 14 0.937 3 0.668 5
南通 0.178 23 0.510 20 0.977 5 0.285 25 0.574 25 0.467 21
揚州 0.199 21 0.509 21 0.825 22 0.286 24 0.655 23 0.447 23
鎮江 0.321 17 0.543 17 0.919 13 0.380 19 0.778 16 0.540 17
泰州 0.149 25 0.505 22 1.000 1 0.271 26 0.553 27 0.457 22
杭州 0.357 11 0.737 7 0.847 19 0.555 12 0.809 14 0.604 10
寧波 0.340 13 0.561 15 0.917 14 0.470 16 0.897 9 0.570 15
嘉興 0.185 22 0.494 24 0.807 23 0.226 28 0.827 12 0.440 26
湖州 0.142 26 0.496 23 0.829 21 0.222 29 0.750 18 0.423 28
紹興 0.256 20 0.534 18 0.953 9 0.309 23 0.739 20 0.511 20
舟山 0.262 19 0.621 9 0.833 20 0.399 18 0.749 19 0.517 18
台州 0.082 28 0.599 12 0.933 11 0.254 27 0.662 22 0.444 24
合計 0.315 Ⅲ 0.680 Ⅱ 0.918 Ⅰ 0.504 Ⅱ 0.807 Ⅱ 0.585 Ⅱ
広州 0.473 7 1.000 1 0.697 27 0.741 8 0.850 11 0.697 2
深圳 0.591 3 0.835 4 0.754 24 1.000 1 1.000 1 0.758 1
珠海 0.401 9 0.629 8 0.874 18 0.789 7 0.897 8 0.636 6
仏山 0.374 10 0.422 28 0.988 2 0.911 2 0.893 10 0.620 8
恵州 0.097 27 0.437 27 0.985 3 0.375 20 0.663 21 0.440 25
東莞 0.163 24 0.763 6 0.924 12 0.804 5 0.984 2 0.597 13
中山 0.280 18 0.550 16 0.983 4 0.791 6 0.917 7 0.600 12
江門 0.037 30 0.528 19 0.890 17 0.363 21 0.463 29 0.402 29
肇慶 0.001 31 0.465 25 0.912 15 0.006 31 0.056 30 0.308 30































フフホト 5 5 5 4 4 4.81 工業化後期
包頭 5 4 5 5 4 4.71 工業化後期
オルドス 5 4 2 4 4 3.94 工業化中期
バヤンノール 4 3 4 2 2 3.40 工業化中期
ウランチャブ 3 3 5 2 2 3.24 工業化中期
烏海 5 4 2 5 5 4.14 工業化後期
アラシャン 5 4 3 5 4 4.28 工業化後期
黄河合計 5 4 4 4 3 4.30 工業化後期
上海 5 5 5 5 5 5.00 発達段階
南京 5 5 5 5 4 4.93 工業化後期
無錫 5 4 5 4 5 4.66 工業化後期
常州 5 4 5 4 4 4.59 工業化後期
蘇州 5 4 5 4 5 4.66 工業化後期
南通 4 4 5 3 4 4.09 工業化後期
揚州 4 4 5 3 4 4.09 工業化後期
鎮江 5 4 5 4 4 4.59 工業化後期
泰州 4 4 5 3 4 4.09 工業化後期
杭州 5 5 5 4 4 4.81 工業化後期
寧波 5 4 5 4 5 4.66 工業化後期
嘉興 4 4 5 3 5 4.17 工業化後期
湖州 4 4 5 3 4 4.09 工業化後期
紹興 4 4 5 4 4 4.22 工業化後期
舟山 4 4 5 4 4 4.22 工業化後期
台州 4 4 5 3 4 4.09 工業化後期
長江合計 4 4 5 4 4 4.22 工業化後期
広州 5 5 5 5 5 5.00 発達段階
深圳 5 5 5 5 5 5.00 発達段階
珠海 5 4 5 5 5 4.78 工業化後期
仏山 5 4 5 5 5 4.78 工業化後期
恵州 4 4 5 4 4 4.22 工業化後期
東莞 4 5 5 5 5 4.63 工業化後期
中山 4 4 5 5 5 4.41 工業化後期
江門 4 4 5 4 3 4.14 工業化後期
肇慶 3 4 5 2 2 3.45 工業化中期































































































































































2 級指標 3 級指標 4 級指標 指標の意義 
経済発   
展指数 
経済規模 
GDP（億元） 経済発展の総合実力 + 
固定資産投資（億元） 固定資本投入の絶対量 + 
社会総消費（億元） 社会の消費能力 + 
経済開放度 
輸出（億ドル） 製品の輸出能力 + 
輸入（億ドル） 海外製品の需要 + 
外資実際利用額（億ドル） 外資への魅力 + 
海外観光客数（人） 世界へ発信する能力 + 
経済効率 
単位面積 GDP(万元/㎞ 2) 土地の利用効率 + 
一人当たり GDP（元） 一人当たりの生産性 + 
財政予算対 GDP 比（％） 政府による経済目標の遂行能力 + 
規模以上工業企業の平均生産高（億元） 中大型企業の総合実力 + 

















都市常住人口(万人) 人口規模 + 
都市市街地面積（㎞ 2） 都市部の建築規模 + 
都市人口密度（万人/㎞ 2） 単位面積の人口負荷能力 + 
インフラ施設 
建築業対 GDP 比（％） 建築業の相対規模 + 
一人当たり道路保有量(m) 交通施設の整備状況 + 
一人当たり電気使用量(Kwh) 電力網の整備状況 + 
公共サービス 
一人当たり年末金融貸付額(万元) 金融業の発展水準 + 
ブロードバンドユーザー数対総人口比（％） 情報施設の整備状況 + 
大学生の人口割合（％） 高等教育の発展水準 + 














2 級指標 3 級指標 4 級指標 指標の意義 
社会調   
和指数 
公共福祉 
一人当たり財政収入（万元） 公共資源の獲得可能性 + 
高齢者年金参加率（％） 社会保障の水準 + 
万人毎の医者保有数（人） 医療・健康事業の水準 + 
万人毎の大学教師数（人） 高等教育を受ける利便性 + 
生活品質 
都市住民の一人当たり可処分所得（元） 住民の潜在消費能力 + 
可処分所得対一人当たり GDP 比（％） 創造された価値の中に所得の割合 + 
都市一人当たり居住面積（m2） 居住条件 + 
生態環境 
都市緑化率（％） 都市環境の整備状況 + 
万元 GDP 電力消耗量（kwh/万元） エネルギー消耗率 - 
一人当たり SO2 排出量 環境汚染程度 - 






















ェイト付けをする必要がある。そして、一つの 3級指標に属する各 4 級指標のウェイトの
和は 1 とする。たとえば、3 級指標の経済規模に対し、GDP、固定資産投資総額、社会総
消費のウェイトの和は 1に等しい。 























Wj＝CVj/∑ CVj𝑛𝑗=1 （うち、CVj＝σj/μj） 
 中に、Wj は一つの 3 級指標を構成する各 4 級指標 j のウェイト、CVj は指標 j の変動係
数、σj は指標 j の標準偏差、μj は指標 j の平均値、n は各 3 級指標を構成する 4 級指標の
数である。 
 以上の要領で、指標システムのウェイト付けを下表でまとめた。 
指標 平均 標準偏差 変動係数 ウェイト 
経済規模 
GDP 4679.33  4502.19  0.96  35.79% 
固定資産投資 1715.85  1204.27  0.70  26.11% 
社会総消費 1770.30  1813.78  1.02  38.11% 
経済   
開放度 
輸出 390.24  630.47  1.62  25.84% 
輸入 287.76  549.57  1.91  30.55% 
外資実際利用額 25.53  30.20  1.18  18.92% 
海外観光客数 1697466.91  2620450.46  1.54  24.69% 
経済効率 
単位面積 GDP 9190.83  12510.74  1.36  51.92% 
一人当たり GDP 83596.63  34739.84  0.42  15.85% 
財政予算対 gdp 比 0.09  0.02  0.28  10.62% 
規模以上工業企業平均生産高 3.09  1.75  0.57  21.61% 
都市規模 
都市人口 416.09  417.85  1.00  38.07% 
都市市街地面積 267.77  251.45  0.94  35.60% 
都市人口密度 1.77  1.23  0.69  26.32% 
インフラ 
施設 
建築対 GDP 比 0.05  0.02  0.40  11.52% 
一人当たり道路保有量 3.33  6.09  1.83  52.57% 
一人当たり電気使用量 5938.68  7403.78  1.25  35.91% 
都市公共
サービス 
一人当たり年末金融貸付額 10.39  6.37  0.61  29.10% 
ブロードバンドユーザー数対総人口比 0.22  0.09  0.40  18.89% 
大学生の人口割合 0.02  0.02  1.10  52.00% 
公共福祉 
一人当たり財政収入 7596.44  4085.12  0.54  22.48% 
高齢者年金参加率 0.36  0.18  0.49  20.66% 
万人毎の医者保有数 23.03  5.87  0.25  10.65% 
万人毎の大学教師数 12.61  13.94  1.11  46.21% 
生活品質 
都市住民一人当たり可処分所得 32090.99  6137.90  0.19  27.78% 
可処分所得対一人当たり GDP 比 0.43  0.13  0.31  45.51% 
都市一人当たり居住面積 31.68  5.83  0.18  26.71% 
生態環境 
都市緑化率 0.41  0.05  0.11  4.03% 
万元 GDP 電力消耗量 606.32  552.39  0.91  32.45% 
一人当たり SO2 排出量 0.03  0.06 1.78 63.52% 





 各 3級指標に対して、都市発展指数は下式のように構築する。 
Ii＝∑ 𝑊𝑗𝜆𝑖𝑗𝑛𝑗=1  
うちに、Iiは都市 i の各 3級指標の総合評価値、λij は都市 i の 4級指標 j の評価値（原始











































































































































1 フフホト 0.142 21 0.012 30 0.166 22 0.119 26 0.116 15 0.618 5 0.426 7 0.502 20 0.892 25 0.321 24 0.852 8 1.820 13 2.993 14
2 包頭 0.217 14 0.020 29 0.200 14 0.127 24 0.181 6 0.221 21 0.335 12 0.472 26 0.745 31 0.437 16 0.529 23 1.552 28 2.518 24
3 オルドス 0.203 16 0.021 28 0.422 3 0.089 29 0.422 2 0.125 33 0.338 11 0.406 30 0.622 33 0.646 12 0.636 16 1.367 31 2.649 19
4 バヤンノール 0.037 32 0.006 32 0.068 31 0.087 30 0.275 5 0.070 34 0.130 34 0.338 33 0.875 29 0.111 34 0.432 28 1.344 32 1.886 33
5 ウランチャブ 0.036 33 0.003 33 0.033 35 0.064 32 0.146 8 0.048 35 0.152 31 0.360 32 0.920 14 0.072 35 0.258 35 1.433 30 1.763 34
6 烏海 0.010 34 0.001 34 0.208 13 0.038 34 0.405 3 0.157 29 0.360 10 0.317 34 0.196 34 0.219 31 0.600 18 0.873 34 1.692 35
7 アラシャン 0.000 35 0.001 35 0.260 8 0.013 35 0.922 1 0.150 30 0.333 13 0.252 35 0.131 35 0.261 26 1.085 6 0.716 35 2.062 32
8 全体 0.092 27 0.009 31 0.194 16 0.077 31 0.352 4 0.198 24 0.297 18 0.378 31 0.626 32 0.295 25 0.627 17 1.301 33 2.223 30
9 上海 1.000 1 0.886 2 0.463 2 0.809 1 0.092 23 0.414 7 0.498 5 0.514 19 0.905 22 2.349 1 1.315 2 1.917 6 5.581 1
10 南京 0.472 5 0.156 11 0.262 7 0.385 6 0.125 12 0.767 3 0.684 1 0.517 18 0.909 20 0.889 5 1.277 3 2.110 1 4.276 4
11 無錫 0.361 8 0.161 10 0.288 5 0.263 10 0.086 30 0.301 13 0.298 17 0.484 24 0.935 10 0.810 7 0.650 15 1.717 19 3.177 11
12 常州 0.228 13 0.088 15 0.192 17 0.168 16 0.127 10 0.276 17 0.261 21 0.548 13 0.913 17 0.507 14 0.571 19 1.722 18 2.800 15
13 蘇州 0.499 4 0.557 3 0.277 6 0.419 5 0.094 21 0.335 11 0.363 9 0.534 16 0.915 16 1.334 4 0.848 9 1.812 14 3.994 6
14 南通 0.211 15 0.070 17 0.131 24 0.213 13 0.145 9 0.161 28 0.164 29 0.545 14 0.959 1 0.411 17 0.519 24 1.668 23 2.599 21
15 揚州 0.138 22 0.053 23 0.131 25 0.149 21 0.126 11 0.211 22 0.198 26 0.487 22 0.943 6 0.322 23 0.487 27 1.628 26 2.437 27
16 鎮江 0.111 24 0.056 22 0.166 23 0.121 25 0.097 20 0.293 15 0.291 19 0.479 25 0.909 19 0.333 22 0.511 26 1.679 22 2.522 23
17 泰州 0.091 28 0.033 26 0.129 27 0.147 23 0.109 18 0.149 31 0.151 32 0.584 10 0.957 3 0.253 28 0.405 33 1.693 20 2.351 28
18 杭州 0.465 6 0.208 7 0.169 21 0.303 8 0.122 13 0.676 4 0.578 4 0.576 11 0.913 18 0.842 6 1.102 5 2.067 2 4.011 5
19 寧波 0.368 7 0.183 8 0.173 20 0.256 11 0.106 19 0.401 8 0.401 8 0.613 7 0.902 24 0.724 10 0.764 10 1.916 7 3.404 8
20 嘉興 0.171 18 0.075 16 0.130 26 0.164 18 0.094 22 0.255 19 0.242 23 0.711 3 0.931 11 0.376 21 0.512 25 1.885 8 2.773 16
21 湖州 0.094 26 0.033 25 0.082 30 0.105 28 0.112 16 0.190 25 0.213 25 0.701 4 0.935 9 0.209 32 0.408 32 1.849 10 2.466 26
22 紹興 0.193 17 0.066 19 0.126 28 0.180 15 0.089 25 0.275 18 0.229 24 0.621 5 0.958 2 0.385 20 0.544 22 1.808 15 2.737 17
23 舟山 0.037 31 0.028 27 0.177 19 0.063 33 0.163 7 0.345 10 0.279 20 0.588 8 0.928 13 0.242 29 0.570 20 1.794 16 2.607 20
24 台州 0.162 19 0.037 24 0.061 33 0.181 14 0.083 32 0.166 26 0.141 33 0.890 1 0.955 4 0.260 27 0.430 29 1.986 4 2.676 18
25 全体 0.288 10 0.168 9 0.185 18 0.245 12 0.111 17 0.326 12 0.312 15 0.587 9 0.929 12 0.640 13 0.682 14 1.828 12 3.151 12
26 広州 0.761 2 0.370 4 0.311 4 0.479 3 0.081 33 0.906 1 0.613 3 0.493 21 0.936 8 1.441 3 1.466 1 2.041 3 4.948 3
27 深圳 0.617 3 0.911 1 0.724 1 0.527 2 0.089 26 0.454 6 0.443 6 0.447 28 0.942 7 2.251 2 1.070 7 1.831 11 5.153 2
28 珠海 0.077 30 0.138 12 0.232 12 0.148 22 0.118 14 0.876 2 0.648 2 0.428 29 0.886 26 0.447 15 1.142 4 1.962 5 3.551 7
29 仏山 0.348 9 0.134 13 0.240 10 0.340 7 0.088 27 0.300 14 0.191 28 0.521 17 0.883 27 0.723 11 0.727 13 1.595 27 3.045 13
30 恵州 0.143 20 0.124 14 0.124 29 0.162 19 0.086 28 0.164 27 0.192 27 0.568 12 0.906 21 0.391 18 0.412 31 1.665 24 2.468 25
31 東莞 0.271 12 0.289 5 0.232 11 0.423 4 0.083 31 0.223 20 0.248 22 0.805 2 0.826 30 0.793 8 0.729 12 1.879 9 3.401 9
32 中山 0.122 23 0.064 20 0.199 15 0.166 17 0.092 24 0.288 16 0.303 16 0.458 27 0.877 28 0.385 19 0.546 21 1.637 25 2.569 22
33 江門 0.103 25 0.068 18 0.049 34 0.154 20 0.062 35 0.201 23 0.157 30 0.621 6 0.915 15 0.220 30 0.418 30 1.693 21 2.331 29
34 肇慶 0.085 29 0.057 21 0.064 32 0.111 27 0.076 34 0.144 32 0.094 35 0.485 23 0.954 5 0.207 33 0.331 34 1.534 29 2.071 31



































































































形と無形の経済経営資源を SWOT分析で点検・確認しておきたい（表 6-2-1）。 
SWOT 分析 

































































































ウド・コンピューティング・データセンターとして建設しようとしている。2012 年 5 月




導入し、新たな成長機会の創出を推し進めようとしている46。2015 年 12 月、北京で開催
                            
45 新華網・内蒙古：「中国三大通信運営商投巨資在呼和浩特建設大型雲計算数拠中心」、2012 年 5 月 10
日。URL：http://www.nmg.xinhuanet.com/zt/2012-05/10/content_25211920.htm 
46 Money Voice：「中国の新国家戦略「インターネット＋」の狙いは？指針決定で関連セクターに脚光」、
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